
川内地域 高浜地域 伊方地域

調査者 ・市嘱託職員（臨時雇用）　４名 ・県及び市町村職員 ・町職員全員

調査期間
・約 ７ヶ月
（※市嘱託職員の教育に別途４ヶ月）

・約 ７ヶ月 ・約 ２ヶ月

調査手法 ・戸別訪問の上、調査票に基づき聞き取り ・住民説明会時に、調査票を配布・回収
・戸別訪問の上、調査票に基づき聞き取り
・平日夜間、休日に実施

対象者
・２，５３２世帯
・４，９０２人

・３，３４０世帯
・８，８０６人

・　４，７３９世帯
・１０，３３４人

調査票（項目）

・住所
・家族構成
・続柄
・氏名
・年齢
・平日昼間の所在場所
・病気、治療等での注意事項
・避難時の救急車の要否
・車保有台数
・避難時の車両使用台数（昼・夜）
・車非保有の場合、近隣同乗の可否（昼・夜）
・近隣同乗の事前相談の有無
・バス避難時の集合場所の把握状況
・バス避難時の集合場所までの移動方法
・避難計画上の避難先への避難の有無
・避難計画上の避難先へ避難しない場合の避難
場所

・住所
・電話連絡先
・家族構成
・続柄
・氏名
・年齢
・平日昼間の所在場所
・病気、治療等での注意事項
・避難時の福祉車両等の要否
・車保有台数
・避難時の車両使用台数（昼・夜）
・車非保有の場合、近隣同乗の可否（昼・夜）
・車非保有の場合、自力移動可能場所
・広域避難先への避難の有無
・広域避難先へ避難しない場合の避難場所

・住所
・家族構成
・続柄
・氏名
・年齢
・平日昼間の所在場所
・運転免許の有無
・車保有状況（車種、台数、定員）
・避難時の車使用台数（昼・夜）
・車非保有のうち、近隣同乗の可否（昼・夜）
・バス避難時の集合場所の把握状況
・バス避難時の集合場所までの移動方法
・避難計画上の避難先への避難の有無
・避難計画上の避難先へ避難しない場合の避難
場所

その他

・戸別訪問時調査・説明事項
　１ 原子力防災に関する調査票聞き取り
　２ 原子力災害時避難場所・避難経路
　３ 災害時要援護者支援制度説明
　４ 安定ヨウ素剤について
　５ 防災行政無線戸別受信機操作説明等
　６ 風水害・地震・津波時の避難場所等説明

・戸別訪問調査員用の原子力防災についての
Q&A（住民からの質問想定に対する回答）の携行

戸別訪問　状況一覧



 

戸別訪問時調査・説明事項  

 
１ 原子力防災に関する調査票聞き取り  

 
２ 原子力災害時避難場所・避難経路  

 
３ 災害時要援護者支援制度説明  
 ※ 要援護者の内容（高齢者、妊産婦、乳幼児、傷病者、外国人）  

 
４ 安定ヨウ素剤について  
 ※ 詳細分かり次第別途説明する旨を伝える  

 
５ 防災行政無線戸別受信機操作説明等  

 
６ 風水害・地震・津波時の避難場所等説明  



記入日 平成２５年　　　月　　　日

地区コミ名 [　　　　　　　　　　　]　コミュニティ協議会

自治会名 [　　　　　　　　　　　]　自治会

１　住所を記入してください

薩摩川内市　　　　　　　　　町　　　　　　　　　　　番地

２　家族構成を記入してください

続柄 年齢
避難に救急車

等が必要
（○印記入）

世帯主

※　川内原子力発電所から　　１　　5キロ圏内　　２ 　5キロから10キロ圏内　　　３　10キロから20キロ圏内　

３　車は何台ありますか？　（□にチェックしてください）
□　ない □　1台 □　2台 □　3台 □　その他（　　　　　台）

４　車を所有している世帯の方へ

     ※　平日の昼間 　※　夜間・日曜など

５　車をお持ちでない世帯へ　　（□にチェックしてください）

　　　※　平日の昼間 　※　夜間・日曜など

６　上記５で「いません」とお答えいただいた方へ　　（□にチェックしてください）

７　上記「５」で「いません」とお答えいただいた方へ　　（□にチェックしてください）

　　　※　裏面あり

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

　　 　　　　　　　　   ４ 　学校（幼稚園・保育園を含む）　　５　その他　　

病気や治療等特に
注意すべきことが

ありますか？

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

氏　　名

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

原子力防災に関する調査票

平日の昼間は主にどこの地
域におられますか？

（○印記入）

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

※ １ ， ２ ， ３ ， ４ ， ５

（ ）台 （ ）台

避難しなければならなくなった場合、近所などに乗せていただく人がいますか？

川内原子力発電所で事故が起こり、万が一避難しなければならなく なった場合 自家
用車は何台を避難に使用しますか？

□ います（氏名： ）

□ いません

□ います（氏名： ）

□ いません

避難の際はバス避難となりますが、その際の集合場所をご存知ですか？

□ 知っている □ 知らない

自治会や隣近所の方と、「相乗り等」について話をされたことがありますか？

□ ある □ ない



８　避難先について　（□にチェックしてください）

※　‶しません″とお答えの方に

９　その他特記事項、ご意見

　　　　　　　　　　　ご協力ありがとうございました。

避難計画では 自治会ごとに避難先が決められていますが、指定された避難所へ避難さ
れますか？

□ します

□ しません
どこに避難されますか

（ 県 ）

あなたとのご関係は （例：息子 ） （ ）

市

町

村

集合場所まではどのようにして移動されますか？

□ 徒歩

□ 近所の方に乗せてもらう

□ 自宅まで迎えに来てほしい（理由 ）







記入日 平成２７年　　　月　　　日

地区名 [　　　　　　　　　　　]　地区

１　住所を記入してください

伊方町 番地

２　家族構成を記入してください

続柄 年齢
免許

の有無

世帯主 有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

有・無

※　1自宅　　2町内(地区名)　　3町外　　4町内学校(保育所を含む)　5町外学校(保育所を含む)　6その他

３　ご家庭の車の所有についてお伺いします。

トラック　　　　台　　　定員合計　　　　人　　　　　軽乗用車　　　　台　　　　定員合計　　　　人

普通車　　　　台　　　定員合計　　　　人　　　　　その他　　　 　　台　　　　定員合計　　　　人

４　車を所有している世帯の方へ

     ※　平日の昼間 　※　夜間・日曜など

５　車をお持ちでない世帯へ　　（□にチェックしてください）

　　　※　平日の昼間 　※　夜間・日曜など

　　　　※　裏面あり

※　１，２(             )，３，４，５，６

※　１，２(             )，３，４，５，６

氏　　名 備　考

原子力防災に関する調査票

平日の昼間は主にどこの地域に
おられますか？

※　１，２(             )，３，４，５，６

※　１，２(             )，３，４，５，６

※　１，２(             )，３，４，５，６

※　１，２(             )，３，４，５，６

※　１，２(             )，３，４，５，６

  （      ）台   （      ）台 

 避難しなければならなくなった場合、近所などに乗せていただく人がいますか？ 

 伊方原子力発電所で事故が起こり、万が一避難しなければならなくなった場合 自家用
車は何台を避難に使用しますか？  

 □ います（氏名：            ） 

 □ いません 

 □ います（氏名：             ） 

 □ いません 



６　上記「５」で「いません」とお答えいただいた方へ　　（□にチェックしてください）

７　避難先について　（□にチェックしてください）

※　‶しません″とお答えの方に

８　その他特記事項、ご意見

ご協力ありがとうございました。

ご記入いただいた内容は、各地区自主防災会等で個別避難プラン作成のための資料とさせていただ
きますことにご理解ください。

避難計画では広域避難先が松前公園ですが、指定された避難所へ避難されますか？  

 □ します 

 □ しません  

どこに避難されますか  

           （           県             ） 
 

あなたとのご関係は （例：息子 ） （        ） 

市 

町 

村 

 避難の際はバス避難となりますが、その際の集合場所をご存知ですか？ 

 □ 知っている   □ 知らない 

 集合場所まではどのようにして移動されますか？ 

 □ 徒歩 

 □ 近所の方に乗せてもらう 

 □ 自宅まで迎えに来てほしい（理由                       ） 



原子力災害時の医療機関、福祉施設の
避難計画が策定されました

平成２６年７月８日

消防防災課、健康福祉本部

1

公表資料

県地域防災計画では、原子力発電所から半径３０ｋｍ以内の
医療機関、社会福祉施設の管理者は、原子力災害に備えて
避難計画を策定することとされています。

県地域防災計画では、原子力発電所から半径３０ｋｍ以内の
医療機関、社会福祉施設の管理者は、原子力災害に備えて
避難計画を策定することとされています。

避難計画の策定

◆全ての施設について避難先が決まり、避難計画が策定
されました。

◆社会福祉施設と同じように入所者などがいる施設（有料
老人ホーム、地域共生ステーション）も対象に加えました。



医療機関・福祉施設の避難計画の策定状況

距離区分 施設区分 施設数 策定済

ＰＡＺ
５ｋｍ圏内

医療 ①医療機関 １ １

社会福祉
施設

②特別養護老人ホーム ２ ２

③認知症グループホーム ２ ２

小 計 ５ ５

ＵＰＺ
5～30
km圏内

医療 ①医療機関 66 66

社会福
祉施設

②特別養護老人ホーム 11 11

③養護老人ホーム 5 5

④軽費老人ホーム 4 4

⑤老人保健施設 8 8

⑥認知症グループホーム 46 46

⑦障害者福祉施設 4 4

⑧障害者グループホーム・福祉ホーム 15 15

その他
⑨有料老人ホーム 26 26

⑩地域共生ステーション 51 51

小 計 236 236

計 241 241 3

平成26年7月8日現在

避難計画の内容について

【ポイント】
地域防災計画で医療機関、社会福祉施設の管理者
は、避難場所、避難経路等についての避難計画を作
成することとなっている。

4



5

①医療機関の避難計画

医療機関（67）

重篤患者

①トリアージ
②応急処置
③ 一時待機

一般病院 203カ所

■中部保健医療エリア
■東部保健医療エリア
■南部保健医療エリア
■西部保健医療エリア

※ＰＡＺの医療機関は、県が避難先となる災害拠点病院と調整し避難する。

災害拠点病院 7か所

手配バスなど

医療救護避難所（３）

精神科の患者

中・軽症者

手配バスなど

精神科病院 14カ所

項 目 主な記載内容

避難場所

・重篤患者等：県内災害拠点病院（県災害対策本部が調整）
・中軽症患者：県が指定する医療救護避難所（ＵＰＺ圏域外）に一旦避
難。その後、（あらかじめ選定していた避難）地区内の医療機関に搬送。

避難経路 ・平常時において行う業務として、避難ルートを確認する。

責任者

・院長は、本計画に基づき病院職員を指揮する。
・入院患者等誘導班
入院患者等の状況把握、入院患者のうち早期退院が可能な患者へ
の退院勧奨、避難指示又は屋内退避指示が出された場合の屋内への
退避誘導及び防護措置の実施 等

避難手段
・施設所有車両 普通車両３台、特殊車両１台
・県に要請する（県が手配する）車両 自衛隊車両、バス等

施設連絡体制
・平常時において行う業務として、職員の参集時期や範囲などをあらか
じめ定める。

関係機関との
連携体制

・平常時において行う業務として、県、地元市町との連絡手段や連絡先
の確認（市町防災関係課、県医務課の連絡先記載）
・緊急連絡先を施設内に掲示。

6

医療機関の避難計画の例



7

②特別養護・養護・軽費老人ホーム・老人保健施設の避難計画

特別養護（13）

養護（5）・軽費（4）

避難先から寝台車迎え

寝た状態での移
動が必要な方

＋避難元寝台車

座って移動ができる方

避難元一般車両＋手配バス

老人保健施設（8）

同種施設で受入
96か所

特別養護老人ホーム43
養護老人ホーム7
軽費老人ホーム18
老人保健施設28

項 目 主な記載内容

避難場所
・３０ｋｍ圏外の特別養護老人ホーム（Ａ園、Ｂ園、Ｃ園）に避難する。

避難経路
・○○→伊万里→武雄→杵島郡（大町・白石）
主要避難経路（国道202号）

責任者

・施設長
・災害時の応急対応等を迅速かつ適切に行うため自衛消防隊を組
織し、隊長（施設長）の指揮のもと、安全班に対して利用者の避難
誘導を指示する。

避難手段
・リクライニング・車いす対応車両4台で利用者7名を運び、一般車
両8台で42名を運ぶ。残り18名は他施設等のリクライニング・車イス
対応車両9台を確保し対応する。

施設連絡体制
・緊急連絡網による。緊急連絡を受けたときは、職員へ連絡・招集
し、情報班、消防班、安全班、救護班、備蓄班の各班を配置する。

関係機関との
連携体制

・関係機関連絡表を作成（市町災害対策本部、消防署）

8

特別養護老人ホームの避難計画の例



市町広域避難所

9

③認知症グループホーム・有料老人ホームなどの避難計画

福祉避難所

手配バスなど

法人の所有車両

地区集合場所

認知症グループホーム(48)

有料老人ホーム(26)

地域共生ステーション(51)

※寝た状態での移動が必要な方は本部手配車両で対応する。

項 目 主な記載内容

避難場所 ・３０ｋｍ圏外の市町広域避難所（○○中学校）に避難する。

避難経路 ・国道２０４号⇒国道４９８号⇒国道３４号⇒武雄市へ避難する。

責任者

・対策リーダー（施設長）が総括し避難責任者となる。
・対策リーダーは、市町村災害対策本部等により屋内退避の勧告・
指示等が発令された場合には、直ちに避難誘導係に対して利用者
の屋内退避の誘導を指示する。
・対策リーダーは、市町村災害対策本部等からの緊急事態における
防護措置の基準に応じた指示により、１日内又は１週間程度内に避
難先施設へ避難できるよう避難誘導係へ利用者の避難誘導を指示
する。

避難手段
・認知症高齢者９名を施設車両により市町指定の集合場所へ移動し、
市町広域避難所（○○中学校）へ向けて市車両により移送する。必
要に応じて施設車両も使用

施設連絡体制
・緊急時連絡表による。緊急連絡を受けたときは、職員へ連絡・招集
し、救護、避難誘導、情報連絡の各係を配置する。

関係機関との
連携体制

・関係機関連絡表を作成（消防署、県長寿社会課）
10

認知症グループホームの避難計画の例



11

④障害者福祉施設などの避難計画

障害者施設で受入
5か所

障害者福祉施設（4）

避難先からの迎え車両

＋避難元の所有車両

障害者グループホーム（13）

福祉ホーム（2）

避難元の所有車両

市町の避難所
法人の施設

項 目 主な記載内容

避難場所
・３０ｋｍ圏外の障害者支援施設（Ａ園、Ｂ園）に避難する。

避難経路
・唐津市→多久市→佐賀市
主要避難経路（国道203号）

責任者

・管理者
・避難誘導班の任務
避難場所、避難経路及び避難資機材等の確認
避難経路の障害物の除去
利用者の避難誘導

避難手段
・中型車（マイクロバス）3台、普通車9台、軽自動車1台で82名（障
害者支援施設の入所者60名、グループホームの利用者22名）を運
ぶ。

施設連絡体制
・災害時の避難に備え、予め定めた緊急連絡網による。

関係機関との
連携体制

・関係機関連絡網を作成（県、市町、消防署）

12

障害者福祉施設の避難計画の例
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福島の事例を参考に、
災害対策本部の避難支援について
試算しました

14

原子力災害対策指針に基づく避難の考え方

PAZ（5㌔圏内） UPZ（5～30㌔圏内）

要支援者 一般住民
OIL1超地域

500ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/h
OIL2超地域

20ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ/h

住民
の
避難
行動

警戒事態 避難準備

施設敷地緊急
事態

避難開始 避難準備

全面緊急事態 避難開始 ＜原則屋内退避＞ 避難準備

放射線量
測定後

（避難地域特定）避難開始

避難目標時間 放出前 1日以内 1週間以内



福島の事例（SPEEDIを用いた推定）

30km

20km

※IAEAの基準（毎時1000μSv）は、
100mSv/週を超えないよう設定
⇒日本では毎時500μSvを基準
（単純計算では50mSv/週）

15

5km

IAEA「屋内退避レベル」の線量と
推定される地域が一定の方向に
限定される

50mSv（12日間）を超える
と推定される地域が限定
される

5km

15km

ＵＰＺにおいて「1日以内の避難」を
求められる範囲
＝ 毎時５００マイクロシーベルト
を測定した地域

ＵＰＺのうち、以下の範囲を目安
・方向＝南東方向を中心に1/8方位（45°）
（最も範囲内の人口が多くなる方向）

・距離＝半径15km
※前ページの図（福島の事例）の概ね２倍

ＵＰＺで１日以内の避難に備える範囲の目安

ＰＡＺ(5km圏)
放射性物質放出前に避難

16

ＵＰＺ(5～30km圏)
放射性物質放出後、放射線量を測定し、特定の地域が避難

該当する範囲は、気象条件等から
一定の方向・一定の距離内
⇒ 福島の事例を参考

1/8方位



目安の範囲内の施設数、入所者数など

距離
区分 施設区分

施設
数

入所者
等

施設で
車両手
配可能

災害対策
本部で
対応

うち要担送
（※）

うち座って
移動可能

ＰＡＺ
５ｋｍ
圏内

医療 ①医療機関 1 5 5 0 0 0

社会福
祉施設

②特別養護老人ホーム 2 180 82 98 0 98

③認知症グループホーム 2 27 5 22 0 22

小 計 5 212 92 120 0 120

ＵＰＺ

1/8
方位

5～
15km
圏内

医療 ①医療機関 20 907 148 759 266
(うち重篤83)

493

社会福
祉施設

②特別養護老人ホーム 1 90 32 58 0 58

③養護老人ホーム 0 - - - - -

④軽費老人ホーム 1 50 50 0 0 0

⑤老人保健施設 3 210 165 45 0 45

⑥認知症グループホーム 13 151 72 79 0 79

⑦障害者福祉施設 1 60 60 0 0 0

⑧障害者グループホーム 3 22 22 0 0 0

その他
⑨有料老人ホーム 5 94 0 94 7 87

⑩地域共生ステーション 8 91 81 10 10 0

小 計 55 1,675 630 1,045 283 762

計 60 1,887 722 1,165 283 88217

（※要担送＝寝た状態での移動が必要）

今後も訓練などを通じて避難計画が常
に良いものとなるよう不断の見直しを続
けていきます。
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以下参考資料

19

原子力災害対策指針に基づく避難の考え方（イメージ）

20

玄海原発

30㎞圏外の避難先

毎時20ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ以上
⇒１週間以内に避難

PAZ

UPZ
原則、屋内退避

要支援者は
施設敷地緊急
事態で避難

福祉施設等

障害者施設等障害者施設等

毎時500ﾏｲｸﾛｼｰﾍﾞﾙﾄ
以上
⇒１日以内に避難

医療機関



半径30km圏内の施設数、入所者数など

距離
区分 施設区分

施設
数

入所者
等

施設で
車両手
配可能

災害対
策本部
で対応

うち要担送
（※）

うち座って
移動可能

ＰＡＺ
５ｋｍ
圏内

医療 ①医療機関 1 5 5 0 0 0

社会
福祉
施設

②特別養護老人ホーム 2 180 82 98 0 98

③認知症グループホーム 2 27 5 22 0 22

小 計 5 212 92 120 0 120

ＵＰＺ

5～
30km
圏内

医療 ①医療機関 66 3,267 737 2,530 905
(うち重篤182)

1,625

社会
福祉
施設

②特別養護老人ホーム 11 1,016 528 488 0 488

③養護老人ホーム 5 367 58 309 0 309

④軽費老人ホーム 4 145 57 88 0 88

⑤老人保健施設 8 600 413 187 0 187

⑥認知症グループホーム 46 547 343 204 0 204

⑦障害者福祉施設 4 191 191 0 0 0

⑧障害者グループホーム 15 112 112 0 0 0

その
他

⑨有料老人ホーム 26 941 470 471 17 454

⑩地域共生ステーション 51 630 565 65 10 55

小 計 236 7,816 3,474 4,342 932 3,410

計 241 8,028 3,566 4,462 932 3,53021

（※要担送＝寝た状態での移動が必要）
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